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１．外国語教育の目的  

 

 「言語というものは自目的的なものではなく、他目的的なものである」(p.59)とは、千

野栄一(1994)『言語学への開かれた扉』(三省堂)に書かれていることばである。すな

わち、言語は、言語そのものに目的があるわけではない。人は言語を操ることのみを目

的として言語を使うのではなく、何らかの目的を達成するために言語を使用するというこ

とである。 

 外国語教育の主たる目的は、生徒が当該言語を使うことができるようにすることとして、

では、その「使うこと」の内容、言い換えれば、生徒の外国語学習目的も、当該言語の

教育内容に大きく関わってくる。ニーズ分析(needs analysis)が外国語教育のシラ

バスやカリキュラム、教授法、授業運営などを考えるコース・デザイン(course design) 

の出発点になる故である。 

 大学における外国語教育の目的は何だろうか。ここでは、愛知県立大学外国語学部

での外国語教育における目的に絞って考えてみたい。 

愛知県立大学は、平成 21 年度 4 月 1 日から愛知県立看護大学と統合され、新し

い教育研究上の理念と目的で再出発する。新しい大学の設置認可にかかる申請書

(以下、「申請書」とする) 1に外国語学部の目標として、「高度で実用的な外国語の運

用能力の習得と、それを駆使した外国諸地域や国際社会の研究を通して、異文化に

対する高度な知識と深い理解力を養い、あわせて自らの文化に関する健全な知見を

身に付けること」(p.6)と記載されている。「『高度な外国語の運用能力』というのは、学

問研究において外国語を駆使することができ、その研究成果を外国語で表現し、伝達

することができる能力である。」(p.47)とも書かれている。 

すなわち、学生に対する外国語教育の目的としては、実用的な運用能力養成と、そ

の外国語を使っての外国諸地域研究あるいは国際社会研究ができるように指導するこ

とである。地域研究とは、今までの外国語学部の学際的研究あるいは外国研究の説

明部分で「外国の様々な地域に関する学問領域の研究を広く指すものであって、言語、

1 愛知県立大学公式ウエブページに文部科学大臣に申請した大学設置認可にかかる申請

書の内容の一部を公開している。（2009 年 3 月 8 日参照） 
http://www.aichi-pu.ac.jp/new_ninka/new_ninka.html 

                                       



文学、文化、芸術、宗教、歴史、社会、法律、経済などの人文・社会科学に関するす

べての領域」(p.41)とある。もちろん一人の学部学生にこれらすべての学問領域の研

究を課すのではなく、いずれかの学問分野を選択させ、それを概論、各論、研究演習

などによって学習させ、特定テーマによって卒業論文を執筆することで勉学を完成させ

るようカリキュラムが編成されている。 

「実用的な外国語の運用能力」(p.8,42,55)と言う場合、実用とは何のための実用

なのだろうか。申請書には、この語についての説明はないが、「どのような人材を養成す

るか」(p.46)の二つめ「『共生』の精神に富み、高度な外国語の運用能力を核とするコ

ミュニケーション能力を有する人材」を説明する部分で、「『コミュニケーション能力』の養

成ということで高等教育に期待されるものは、あくまでも学術的な内容がテーマとなって

いる場面での『コミュニケーション』の能力でなければならない。」(p.47)、「単なる日常

生活の中での関わりという意味でのコミュニケーションではない。」(p.47)と記述されて

いる。先に引用した「学問研究において外国語を駆使することができ、その研究成果を

外国語で表現し、伝達することができる能力」(p.47)も含め、これらの部分では、「実

用的な外国語の運用能力」という語句で、学術的な内容でのコミュニケーションに使用

できるという意味で使っているのであろう。 

しかし同じ文書で、「実用」という語は、英米学科では「将来の職業と密接に関わる

実用的な英語」 (p.57)という表現で使われていて、「具体的には、Speech & 

Performance 2、通訳技法基礎、翻訳技法基礎、ビジネス英語、時事英語、科学技

術英語」(p.57)のうち一つを選択必修とするとある。ヨーロッパ学科フランス語圏、スペ

イン語圏、ドイツ語圏の各専攻では、「時事フランス語」「時事スペイン語」「時事ドイツ

語」に言及して、「実用的な通信文」(p.58,59,60)とある。国際関係学科「専攻言語

科目の目的は、実用文書および専門的な内容の理解能力のみならず」(p.62)の部分

で「実用」という語が使用されている。これらにおいては、「実用的」という語で、学術的

な内容にとどまらず、ヨーロッパ学科と国際関係学科では、同時代の出来事を扱ってい

る実際の文書や、現実に使われる通信文のことを意味していて、英米学科の部分では、

さらに職業に関わる英語を意味しているようである。 

 愛知県立大学の新しい教育研究上の理念に「共生」というキーワードが用いられてい

る。「グローバルな多文化共生を目指す」(p.7)というコンセプトが新しい外国語学部と

日本文化学部のミッションとされている。「『共生』という理念によって、新たな愛知県立

2 Speech & Performance という科目は、申請書に含まれる授業概要に「さまざまな形のパ

ーフォーマンス（ロールプレイング、芝居、朗読、スピーチ、ゲームその他）の台本を自らが創り、

演じること」という説明がある。 

                                       



大学での外国語学部の役割を明確化する。」(p.42)ともある。この「グローバルな多文

化共生」というコンセプトと、外国語との関連については、「言語は、他者とのコミュニケ

ーションの手段であるといわれるが、『外国語』というのは、その意味では他なる文化の

中で生きている人々とのコミュニケーションの手段であり、他者との、あるいは他なる文

化の中の他者との『共生』の手段であるととらえることができる。」(p.47)、「外国語とい

うのは、...人と人との『共生』のための媒介、つまりメディア」(p.47)という記述がある。

外国語を教育することは、すなわち「共生」のための手段を身につけさせるとも読み取

れる。 

 以上をまとめると、申請書に記載されている愛知県立大学外国語学部における外国

語教育の目的としては、 

（１）学問研究において外国語を駆使することができ、その研究成果を外国語で表現し、

伝達することができる 

（２）同時代の出来事を扱っている実際の文書や、現実に使われる通信文を外国語で

読み書きでき、さらに英米学科では、英語を職業で使うことができる 

（３）他者との、あるいは他なる文化の中の他者との「共生」できる手段としての外国語を

身につける 

の 3 つである。 

 

２．外国語教育のカリキュラム 

 

 愛知県立大学外国語学部における外国語教育のカリキュラムでは、上で見た３つの

目的を達成するようどのように設計されているのだろうか。 

（１）特定学問領域を研究するための外国語能力養成とは、その分野の教科書的な書

物や、専門の論文を読解できる能力、特定テーマについて口頭で行なわれる講演や

研究発表を理解できる能力、特定テーマでレポートや論文を執筆できる能力、そして、

それを口頭で説明し、発表し、議論できる能力を養成することである。その分野を研究

している者であれば、その分野の専門用語や言語表現にはなじみがある。教育すべき

内容には既になじみがあるので、後はその指導方法や指導技術を工夫することによっ

て教育することができる。 

学術研究のための外国語能力養成は、特に「研究講読」や「研究演習」において図

られている。英米学科では、これらに「Research & Discussion」、「Academic 

English」が、ヨーロッパ学科では、「上級フランス語」、「上級スペイン語」、「ドイツ語上

級」「ドイツ語Ⅳ（作文）」などが加わる。  



（２）実際の文書や通信文を外国語で読み書きできるためには、「時事フランス語」「時

事スペイン語」「時事ドイツ語」といった科目が用意されている。さらに英米学科では、

将来の職業と密接に関わる実用的な英語として「Speech & Performance」、「通訳

技法基礎」、「翻訳技法基礎」、「ビジネス英語」、「時事英語」、「科学技術英語」を用

意している。 

（３）「共生」できる手段としての外国語の教育について明示的に言及している部分は、

見いだせない。「『共生』の精神に富み、高度な外国語の運用能力を核とするコミュニ

ケーション能力を有する人材」を養成するという記述の部分で、「まずは他なる文化との

交わりに対する積極的姿勢を一人ひとりの学生の心の内に醸成することがまず大切で

ある。」 (p.47)と異文化理解能力については言及があるが、外国語教育との関連で

の記述ではない。その後すぐに高等教育では、学術研究に資する外国語の運用能力

(上記目的の（１）)を養成するのであり、それが「卒業後、私的企業や公的機関で働く

際に大いに役立つ能力」(p.47) (上記目的の（２）)であるとしている。 

 

３．多文化共生に資する外国語教育  

 

他者との、あるいは他なる文化の中の他者との「共生」できる手段としての外国語教

育の目的を達成するためにはどのようなシラバスやカリキュラムを用意する必要があるだ

ろうか。 

異文化理解能力は、全学共通科目の「世界の宗教」、「民族と国家」、「共生と法」、

「多文化社会におけるコミュニケーション」、「コミュニティにおけるコミュニケーション」な

どの科目、国際関係学科の「多文化共生論」「異文化コミュニケーション論」などの科目

や、申請書に書かれているように「本学内での外国人教員の授業や海外からの留学生

との交流、そして公的な留学や私的な留学など」(p.47)によっても養成されると言うこ

とができる。 

 しかしまた共生社会のために必要な外国語能力を養成することも必要である。この場

合、国外での共生社会のみならず、国内での共生ということも考えなければならない。

そして「共生」とは共に生きる、すなわち一つの社会で、自分も生きて、他者も生きること

を目指すのであれば、学生達が卒業後に生きるための職業能力を養成することも必要

ということができる。このように考えると、先に見た外国語教育の目的の（２）と（３）は重な

る部分がある。 

外国語学習の入門段階では、発音、基礎語彙・表現、基礎的文法を学んだ後、分

野を問わず広く使われる語彙・表現を学んで日常的な生活・社会活動に必要な言語



運用能力を身につけようとする。特定の目的・職業的な必要がはっきりしている場合は、

その専門分野で必要な語彙・表現を学ぶ必要がある。これは、英語の場合、English 

for specific purposes (ESP、特定目的のための英語)と呼ばれる。専門分野で必

要な外国語能力養成である。そしてその前段階の、入門段階から特定目的・職業のた

めに学ぶ段階へ進む前の中間段階においても、その内容は、学術、文学、時事、商業

など、何らかの特定分野・領域が選択される。これを「特定領域外国語」と呼びたい。 

 国内外を含めて、国際的な場面で考えられるのは、学術の他に、ビジネス、時事、科

学技術などの分野での外国語能力である。日本語能力が十分でない国内の地域在

住の外国人との共生のためには、生活や生命にかかわる教育、医療、災害、司法など

の場面でのコミュニケーション支援が必要である。訪日外国人観光客のためには、観

光の場面のみならず、医療や司法などの場面でのコミュニケーション支援が必要となる

場合が起きる。これらのいずれかの分野での、コミュニケーションと翻訳、通訳などの心

得や技術を身につけさせることが、共生社会のために必要な外国語能力を養成するこ

とと言えるのではないだろうか。 

 

４．多文化共生に資する外国語教育のために 

 

多文化共生に資する外国語教育では、その内容として、学術の他に、ビジネス、時

事、科学技術、それに教育、福祉、医療、災害、司法、観光などの分野で使われる外

国語能力を養成することが必要である。社会や個々の学生の必要に応じて、これらの

分野のいくつかを学生が選択して学習できるよう用意することの可能性をさぐることで大

学が社会の要請に応え、存在意義を認められることになるのではないだろうか。 

外国語学部の外国語教育において、学術研究のための外国語能力養成ということ

が中心に据えられているというのは、特定分野の学術研究のための外国語能力を養成

することによって、学生は特定分野の外国語を学ぶ経験をすることになる。外国語学部

の卒業生が、大学院に進学し学術研究を継続している者だけではなく、様々な企業な

どで、外国語を使っていろいろな分野で活躍している者がいることを見ると、この経験に

よって、別の分野の外国語を学ぶ能力を身につけたとも考えられる。とするならば、逆

に、将来の職業のためには、必ずしも学術研究のための分野に限る必要はない。もし、

現在の日本において必要な、観光、教育、福祉、医療などの分野での外国語教育プ

ログラムを開発し、実施することができれば、大学が社会の要請に応えることができ、同

時に学生に将来の職業に関わる能力を身につけさせることができる。 

文部科学省の社会人の学び直しニーズ対応教育推進プログラムに採択され、愛知



県立大学で開催している「ポルトガル語スペイン語による医療分野地域コミュニケーショ

ン支援能力養成講座」 3は、外国語の講座と、多文化共生と医療分野の基礎知識の

講座からなるプログラムである。これを、平成 21 年度に文部科学省の委託が終了した

後、外国語学部と看護学部の協働によって、学部や大学院学生が所属の学科や研究

科専攻の正課の勉学の他に副専攻のような形で学べるようなプログラム 4として設置し、

それに科目等履修生の制度によって社会人も受け入れることができれば、学生への教

育のみならず大学の地域貢献としての取り組みともなる。 

 同じように、教育福祉学部の教育発達学科との協働によって、学校教育現場におけ

るコミュニケーション支援のためのプログラムが、社会福祉学科との協働によって多文

化ソーシャルワーカー養成のプログラムが考えられる。平成 15 年に独立行政法人国

際観光振興機構 Japan National Tourism Organization (JNTO)、通称「日本

政府観光局（JNTO）」が設立されたように外国人観光旅客の来訪の促進が国策の一

つということを考えると、学生の卒業後の職業のためには、日本文化学部歴史文化学

科との協働で通訳案内士試験に対応できるような教育プログラムも考えても良いので

はないだろうか。 

 また、これらのプログラムは、学術研究のための外国語能力養成も含めて、学部で終

了するのでは語学力養成が不十分なので、大学院への継続教育、あるいは大学院レ

ベルでの社会人教育としてのプログラムへ発展させることも考えられる 5。 

3 http://cer.aichi-pu.ac.jp/com-medico/ （2009 年 3 月 9 日参照） 
4 京都産業大学は、法学部と外国語学部によって司法通訳人や外国語に堪能な警察官を養

成するための「司法外国語プログラム」を設置している。 
http://www.kyoto-su.ac.jp/feature/flexible/f_shihou.html （2009 年 3 月 5 日

参照） 
5 東京外国語大学大学院地域文化研究科博士前期課程言語応用専攻国際コミュニケーシ

ョン・通訳専修コース、大阪大学大学院言語文化研究科通訳翻訳学専修コースがある。 

                                       


